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会 員 の 声

「わが国の肥満傾向児と痩身傾向児の出現率に

対する年齢―時代―コホート効果（19772006
年）と20072016年の出現率の推計」に関する

コメントに対して

小田切陽一*

本誌に掲載された研究ノート1)に対して適切なご

指摘とご示唆を「会員の声」へのコメント2)として

頂きましたことに感謝申し上げます。

わが国では，児童・生徒の肥満，痩身は重要な保

健課題の一つとして数多くの研究論文でその背景要

因について論じられてきたところです。また，文部

科学省による学校保健統計調査では，毎年の調査結

果が学校保健統計調査報告として公表され，全国規

模で得られた継続的な横断調査の結果として広く活

用されてきました。本統計の中で，肥満および痩身

傾向児の性年齢別の出現率についても，判定基準が

変更された平成18年度以前より公表されてきまし

た3)。

ご指摘頂いた学校保健統計調査における平成17年
度までの肥満，痩身傾向の判定基準（以降，旧基準

という）は毎年の基準が変動し一定でない等の問題

点4)があることを著者らも理解していましたが，当

該データが一定の考え方のもとに算出され，継続し

て公表・活用されてきたことを根拠として，旧基準

で算出されたデータに限定して時系列データとして

扱い，ベイズ型 Ageperiodcohort (APC)分析を適

用することで肥満，痩身傾向児の出現率の年次推移

に対する年齢，時代，世代効果を分離した評価を試

みました。

しかしながら，今回ご教唆頂いた代替しうる方法

を用いることで，肥満，痩身傾向児の出現率を標準

化し，一定の判定基準下で扱うことができ，本研究

の目的に沿ったより適切な分析が可能になると考え

られました。とりわけ，旧基準で算出されたデータ

についても，生魚らによる新基準値への換算方法5)

もあり，平成18年度以降の新基準によるデータとの

比較性が，公表されているデータの範囲内で担保で

きることもわかりました。したがって今後は，現在

の新基準で公表されている肥満，痩身傾向児の出現

率との比較や旧基準データからの将来推計との検証

も可能とする意味で，ご指摘頂いた方法も含め，標

準化した肥満，痩身の判定基準に沿った出現率をも

とに APC 分析による世代分析を行うことで，より

精度の高い議論が可能になると考えました。
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